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的には、第 2 節では主に 2000 年以降全国
における地域資源と集落共同活動の動向を










により、 全 国の 総 集落 数は、1980 年が
142,377 個、1990 年が 140,122 個、2000
年 が 135,163 個、2010 年 が 139,176 個、
2015 年が 138,256 個であり、減少傾向を
示している。1 農業集落の平均像の動向を
示したのが図 1 である。これにより、1 集




戸と 141 戸、2000 年にはそれぞれ 190 戸
と 213 戸に増加したが、その後はそれぞれ
180 戸余りと 200 戸前後で横ばいとなって
いる。集落における非農家割合は、1980





10 戸未満の集落割合は、1980 年が 9.8％、
1990 年 が 15.7 ％、2000 年 が 22.2 ％、
2010 年が 35.5％、2015 年が 42.6％であり、
農家数の減少に伴って年々増加しており、











合は、2010 年の 35％から 2015 年の 46％
に増 加した。 森 林については、2010 年
の 19％から 23％にわずかに増加した。た
め池・湖沼については、2000 年が 41％、
2010 年が 57％、2015 年が 61％で、連続
して増加している。河川・水路については、
2000 年 が 38 ％、2010 年 が 44 ％、2015
年が 53％で、ため池・湖沼と同様に連続し
て増加している。農業用排水路については、



















標である。図 3 は、寄り合い（註 2）を開
催した集落割合の推移を示した。2000 年




催なし」がわずか 2％、「1 ～ 10 回」が最
も多く 58％、「11 ～ 20 回」が 34％、「21
回以上」が 7％である。2010 には「開催無



























としては、大きな変化が無く、「1 ～ 10 回」






























































































は 2000 ～ 2010 年の間に大きく増加した。
また「環境美化・自然環境の保全」および「農



















































































































































































た。その結果、表 2 で示した通り、固有値 1.0
以上の主成分が 2 つ析出され、累積寄与





















































































































































































都市的地域の集落率 -0.217 - 0 .936



































































































生活文化的活動の活発度 0.675 ** 1.000 -
経済的活動の活発度 0.056 0.000 1.000 -
集落機能の強さ 0.689 ** 0.765 ** 0.064 1.000 -
生産面の寄り合い活発度 0.834 ** 0.608 ** -0.132 0.772 ** 1.000 -
生活面の寄り合い活発度 0.204 0.558 ** 0.183 0.424 ** 0.000 1.000 -
集落の地理的特性 -0.154 -0.162 0.120 -0.596 ** -0.435 ** -0.062 1.000 -
集落の機能的特性 0.445 ** 0.306 * -0.348 * 0.183 0.439 ** 0.258 0.000 1.000 -
集落の規模 -0.378 ** -0.405 ** 0.250 -0.320 * -0.497 ** -0.075 0.161 -0.482 ** 1.000 -













































































Ⅰ 1 2.1 - 2 .624 - 3 .612 0.886 - 3 .930 - 3 .972 - 1 .131
Ⅱ 13 27.7 - 0 .973 - 0 .956 -0.446 - 0 .816 -0.657 -0.481
Ⅲ 19 40.4 0.768 0.249 0.163 0.549 0.805 -0.378







京都のみ 1 地域、全国の 2.1％）、クラスター
Ⅱは「全般的に活動が比較的に弱い」類型




















































全般的に活動が比較的に弱い 北海道 青森 茨城 栃木 埼玉 千葉 神奈川
和歌山 山口 徳島 高知 長崎 鹿児島
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める DID 面積が 5％以上で、人口密


























（平成 12 年法律第 15 号）第 2 条第 1
項に基づき指定されている区域を指す。
7）DID とは、国勢調査において人口密度



























































済研究』第 29 巻第 2 号、pp.93-100。











































に関する比較研究」（平成 28 ～ 30 年度、
研究代表者兪炳強）による研究成果の一
部である。
